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商店街におけるリレーションシップマーケテイングの展開  

－ソーシャルメディアに着目して一  

堀江育也・前田 瞬・小山 茂  

Ⅰ はじめに  

1995年のいわゆる“インターネット元年”注力以降、Webサービス  

はわれわれの日常生活にとって大変身近な存在となった。また、企業  

においても経営活動やマーケテイングなどといった様々な場面で、情  

報通信技術（InformationandCommunicationTechnology：ICT）を  

活用しない日はない。   

本稿で着目する1）レーションシップマーケテイング（Relationship  

Marketing）は、様々なICTツールを利用して消費者と企業との関係  

をより密接なものとし、自社に対するロイヤリティを高めるための  

マーケテイング活動である。具体的には、POS（PointofSales）シス  

テムなどで得られた情報をもとにして、消費者の購買行動を分析した  

り、その消費者にあった商品情報を提供したりしている。リレーショ  

ンシップマーケテイングは、商品の多様化や消費生活の多様化に対  

応するためのマーケテイング活動として、多くの企業で一般的に取り  

入れられている手法である。企業がリレーションシップマーケテイン  

グを重要視する理由は、消費者に対して自社商品のロイヤリティを高  

め、優良顧客を生み出すことが期待できるためである。   

本稿は、特に、商店街を形成する小規模小売店配）を対象として、  

“売る目的”でのリレーションシップマーケテイングではなく、“地域  

コミュニティ形成の場”としてのリレーションシップマーケテイング  

の展開方法を示していくことが目的である。具体的には、最近注目を  

集めているソーシャルメディア（Social Media）を活用した、商店街  

を活性化させるためのひとつの示唆を与えていく。   
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Ⅱ なぜ商店街は必要なのか  

ここでは、商店街におけるソーシャルメディアの活用について検討  

する前に、商店街が地域社会にとってどのような役割を果たしている  

のかということについて、明らかにしておきたい。   

経済産業省（2009）によると、昭和57（1982）年～平成19（2007）  

年の商業集積地区（商店街）にある事業所数は、年々減少している傾  

向にある（図1）。この原因はいくつか考えられるが、例えば、1960  

年代以降のモータリゼーション、大規模ショッピングセンターの相次  

ぐ進出やコンビニエンスストアといった24時間営業の店舗進出など  

を挙げることができる。商店街を形成する小規模小売店は、価格競争  

の激化や消費者のライフスタイルの多様化に、思うように対応できて  

いないのが現状である。いわゆる、“シャッター街”という言葉に代  

表されるように、商店街は消費者に対する訴求効果が薄れ、衰退の一  

途をたどっている。  
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出所）経済産業省、2009、p．2   
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商店街を形成している′ト規模小売店の多くは、ひとつの営利企業体  

である。この営利企業体は、消費者の欲求について価格の動向を捉え  

ながら、その欲求を満たすべく有限資源の配分を担うことを通じて、  

適正な利潤の獲得を目指す経済主体である。したがって、今日の市場  

経済システムのもとでは、このような役割あるいは使命を担うことが  

不可能となった営利企業体、換言すれば、衰退が著しい商店街やそれ  

を形成する小規模′ト売店は、厳しい見方をすれば市場から撤退が望ま  

れるというのが一般的な考え方となる。   

しかし、商店街やそれを形成する小規模小売店を、単なる“営利企  

業体”として考えるのは難しい。具体的には、市場における役割を  

担えなくなったからといって、単純に撤退することはできないとい  

うことである。全国各地で取り組まれているいわゆる“商店街活性  

化”の施策は、その最たる例であろう注3）。特に、過疎化が進む地方  

都市や市町村を中心にして、商店街を活性化させるための様々な取り  

組みが行われている。商店街を活性化させることは、地域活性化のた  

めには必要不可欠なものとして位置づけられている。渡辺他（2001、  

pp．205－210）は、商店街を形成する小規模小売店の地域における存在  

意義について、次の4つを挙げている。   

第1は、小規模小売店は、地域社会への貢献を果たしているためで  

ある。例えば、少ない数ではあるが、従業員やアルバイトを雇用し、  

地域において雇用機会を増やすことに貢献している。また、地域のイ  

ベントなどにおいて小規模小売店の経営者がリーダーとして活躍す  

るなどして、その地域の文化を継承し続けるという役割をも担ってい  

る。   

第2は、小規模小売店は、都市の賑わいを創出しているためであ  

る。商店街は多種多様な小規模′ト売店が集積することによって形成さ  

れている。小規模小売店の集積の仕方や店舗形態の程度によって、都  

市の個性に違いが出てくることになる。都市の個性を形作る上で、商  

店街あるいは小規模小売店は重要な存在となっている。   

第3は、小規模′ト売店自身が革新の源泉を持ち合わせているためで   
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ある。現在、百貨店や大型スーパーを展開している多くの企業は、歴  

史を紐解いてみると、商店街に立地していた小さな小売業者であった  

ということが多い。つまり、小規模小売店は、将来的な流通構造に革  

新をもたらす源泉を秘めている可能性があるということである。わが  

国の商業発展のためには、商店街に立地する小規模小売店は欠かせな  

い存在である。   

第4は、小規模小売店は、地域需要への高度な適合が期待できるた  

めである。例えば、競争相手としてコンビニエンスストアを挙げるこ  

とができる。コンビニエンスストアの多くは、全国規模で展開されて  

おり、店舗のレイアウトや品揃えは、経営効率を上げるために標準化  

戟略を行っている。都道府県単位や地域単位（例えば、冬に雪が降る  

地域と降らない地域）などで若干の品揃えの変更をしているが、すべ  

ての地域の消費需要に対応した品揃えを行うことは、戟略上不可能で  

ある。しかし、商店街を形成する小規模小売店は、その地域に長年に  

渡って立地しているというメリットを活かし、人口構成や年齢層など  

を考慮した、“そのマデ’独自の店舗レイアウトや品揃えを行うこと  

が可能になる。現状は、この対応が遅れ、消費者に対して訴求力が弱  

まっていることは事実である。／ト規模小売店は、改めて高度な地域需  

要に適合し、地域住民に対して極めて利便性の高い買い物環境を提供  

できるということを再認識する必要があろう。   

このように、商店街あるいはそれを形成する小規模小売店は、単に  

利潤を追求する営利企業体という捉え方ではなく、地域を発展させる  

ための重要な組織体であるという捉え方をしなければならない。言う  

までもなく、商店街を活性化するという課題は、地域の重要な課題で  

ある。商店街活性化のための具体的な施策を考えていかなければなら  

ない。   
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Ⅲ 商店街活性化のためのソーシャルメディアの活用  

1地域コミュニティ形成のためのマーケテイング活動注4）   

世俗な話題で恐縮だが、2005年に上映された『ALWAYS3丁目  

の夕日』という映画は、1958年の東京下町を舞台にした作品である。  

この作品は、「夕日町三丁目」という“商店街”を舞台にして、そこ  

に溢れていた人情や地域住民の“つながり”を措いているものであ  

る。   

このような“つながり”は、地域の防犯対策や子育て支援などと  

いった様々な機能を担ってきた日本独特の地域コミュニティであっ  

た。まさに、この地域コミュニティの中心には「夕日町三丁目」のよ  

うな“商店街”があり、そこに多くの人々が集まってきていた。しか  

し、周知の通り、近年、核家族化やマンションといった集合住宅の増  

加によって、このような地域コミュニティが形成しにくい環境になっ  

てきた。それとともに、地域コミュニティの中心であった商店街も衰  

退していった。   

われわれは、商店街やそこに立地する小規模′ト売店を活性化させる  

ためには、営利を重視した品揃えやマーケテイング活動も重要な要  

素であると考えるとともに、“地域コミュニティ形成の場’’としての  

マーケテイング活動を行うことが重要であると考える。具体的には、  

『ALWAYS3丁目の夕日』にあった情景のように、自然発生的に地  

域住民たちが集まってくるような商店街環境を整備していくことであ  

る。  

2 AISASからSIPSへ   

先にも指摘したように、商店街を活性化させるためには、ICTを  

活用したリレーションシップマーケテイングを展開し、地域コミュニ  

ティの場を再生させることが必要である。それを実践する上で注目に  

催するのが、マーケテイング論の伝統的な研究領域のひとつである、   
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いわゆる消費者行動モデル研究の最近の動向である。   

近年、従来の伝統的な消費者行動モデルとして紹介されてき  

たAIDMA（Attention：注意→Interest：興味→Desire：欲求  

→Memory：記憶→Action：行動）という消費者行動から、AISAS注5）  

（Attention：注意→Interest：興味→Search：検索→Action：行動  

→Share：情報共有）という消費者行動に変化してきている（電通、  

2006、pp20－21）。   

さらに、電通モダン・コミュニケーション・ラボ（2011）は、ソー  

シヤ）L／メディアの登場によって、AISASからSIPS（Sympathize：共  

感→Identify：確認→Participate：参加→Share＆Spread：共有・  

拡散）に消費者行動が変化するということを提唱している（図2）。  

また、SIPSモデルのキーワードは“つながり”であると指摘してい  

る。  

図2 SIPSモデル  

AISASは、消費者が興味の持った商品があれば、Webを利用して  

検索行動を起こし、商品を購入して利用した場合に、その情報を“ク  

チコミサイト”などといったWebサービス上で共有していくという  

消費者行動であった。それに対してSIPSは、消費者同士、もしくは  

企業と消費者が“つながり”ということを意識することに大きな特  

徴がある。同じ趣味や商品を利用したり販売したりしている者同士  

が“共感”をし、Web上で“友人関係”を築いていく。さらに、そ  

の“友人の輪”を広げるために、情報を共有したり、多くの人々に拡  

散したりして、“つながり”を広げていくという消費者行動が起こる  

可能性がある。   

このような消費者行動の変化を意識すると、“地域コミュニティ   
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の場”を再生するきっかけとして、ソーシャルメディアというICT  

ツールを活用したリレーションシップマーケテイングを展開していく  

ことを意識していく必要がある。これは、商店街を活性化する具体策  

のひとつと考えることができる。  

3 ソーシャルメディアを活用した地域コミュニティの形成に向けて   

近年、Twitterに代表されるようなマイクロプログ、mixiや  

FacebookなどといったSNS（SocialNetworking Service）が注目さ  

れている。これらは、ソーシャルメディアと呼ばれている。ソーシャ  

ルメディアは、「利用者自らが不特定多数の人々に対して情報を発信  

し、不特定多数の受け手もまた発信者に返事をして交流することでコ  

ミュニケーションをとるメディア」（中村、2011、p．129）と定義され  

る。つまり、従来は学校や企業、友人同士の集まりなどといった現実  

の世界で行われていたコミュニケーション活動が、Web上でもソー  

シャルメディアを介して行うことができるようになったと言うことで  

ある。   

本節第1項でも指摘したように、商店街は従来、地域コミュニティ  

形成の場として多くの人が集まり、コミュニケーション活動を行って  

いた。この機能を再生させるためのひとつの具体策として、商店街組  

織におけるソーシャルメディアの活用モデルを示す（図3）。商店街  

がソーシャルメディアを活用し、リレーションシップマーケテイング  

を展開することの意義は、大きく次の2点を挙げることができる。   

第1に、商店街がソーシャルメディアを活用することになれば、地  

域コミュニティを形成するための一助を担うことができるためであ  

る。まずは、ソーシャルメディアという“バーチャルな場”で地域コ  

ミュニティを形成し、その延長線上として、実際に商店街という“リ  

アルな場”で地域コミュニティを創生していくことが可能になる。こ  

のように、一見、ICTツールは、人と人とのコミュニケーションを  

寸断してしまうという印象になりがちだが、バーチャルな場とリアル  

な場を有横的に関連づけていくことが可能になる。このことにより、   
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図3 商店街組織におけるソーシャルメディア活用モデル  

商店街には再び多くの人々が集まるようになり、商店街全体が活性化  

していくことが期待できる。   

第2に、商店街を形成する小規模′ト売店は、大規模な情報システム  

を導入しなくても、リレーションシップマーケテイングを展開するこ  

とが可能になるためである。従来のリレーションシップマーケテイン  

グの場合は、大規模な情報システムを導入したり、消費者から寄せら  

れる多くのマーケテイング情報を分析する専門家が必要であった。し  

かし、小規模′ト売店は資金力や人材という点で、大企業のような規模  

の大きいマーケテイングを行うことは、不可能である。このような  

閉塞状況を打開するためのひとつの情報発信ツールがソーシャルメ  

ディアである。ソーシャルメディアは、ほとんどの場合、無償で利用  

することができるサービスである。また、パソコンや携帯端末といっ  

たハードウェアをインターネットに接続することさえできれば、ICT  

に関する専門的知識を有していなくても、リアルタイムに店舗情報を  

発信したり、消費者の声を聞くことができるようになる。このような   
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システムを、各小規模小売店が構築し、それぞれの小規模小売店が  

Web上で“つながり”を持つことになれば、“バーチャルショッピン  

グストリート’’ ともいうべき環境が完成する。また、各小規模小売店  

は、消費者とも“つながり”を持つことにより、リアルタイムに消費  

者の生の声を取得することができるため、その地域の高度な消費需要  

に対応できるようになる。この他にも、個別の小規模小売店が商店  

街のイベント情報などを“つながり”のある消費者に発信することに  

よって、商店街に足を運んでもらう機会を増やしていくことが可能に  

なる。   

以上のように、商店街組織全体でソーシャルメディアを活用したリ  

レーションシップマーケテイングを展開することができれば、商店街  

と消費者との関係を密接にすることができる。このことによって商店  

街の集客力が増し、商店街活性化はもとより、地域活性化にも貢献し  

うると考える。さらに、商店街を訪れる消費者は、ソーシャルメディ  

ア上でも出会い、商店街の各′ト規模小売店でも出会うことになる。商  

店街が“地域コミュニティ形成の場”として、再び重要な位置を占め  

ていくことが期待できる。  

Ⅳ おわりに   

本稿では、ソーシャルメディアを活用したリレーションシップマー  

ケテイングを展開することにより、商店街が活性化するのではないか  

というひとつの示唆を与えてきた。また、その際の重要なポイント  

として、“売る目的”のマーケテイング活動ではなく、“地域コミュニ  

ティ形成の場”としてのマーケテイング活動を行っていくことが重要  

であると示し、具体的なモデルを提示した。   

今後の研究課題としては、次の2点に取り組んでいかなければなら  

ない。   

第1に、本稿で示したモデルを、社会的実験として実際に商店街組  

織で運用をしていくことである。その際には、統制された実験環境を   
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整備し、集客効果や商店街活性化あるいは地域活性化にどの程度寄与  

しているのかという分析を行っていかなければならない。   

第2に、われわれ教育機関が協力し、各小規模小売店のソーシャル  

メディアのWebページの構築や運用支援を行っていかなければなら  

ないということである。先にも指摘したように、各小売店は、家族経  

営など、かなり限定された人数で営業活動をしている場合がほとんど  

である。中には、ICTツールを思うように使いこなせない店舗も出  

てくることが予想される。そのような問題に対応するために、大学な  

どといった教育機関が協力し、ソーシャルメディアのページを構築・  

運用する支援をしていかなければならない。   

これら2つの研究課題についての報告は、稿を改めることとする。  
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注  

1）インターネットは、1995年に民間開放された情報通信基盤である。ま  

た、その当時、Microsoft社から1）リースされたオペレーティング・シ  

ステム「Windows95」の中に、TCP／IPがプ1）・インストールされて  

いたことから、インターネットの利用が国際的に拡大した。  

2）本稿が対象としているのは、少人数で経営をしている小売店を想定し  

て、議論を進めていく。具体的には、商店街を形成しているような、  

いわゆる個人商店といった形態がその代表例として挙げられるであろ  

う。  

3）例えば、全国各地で組織されている中心市街地活性化協議会は、中心  

市街地を活性化するための重点課題として、「商店街組織の活性化」を  

その1つとして掲げている（中小企業庁、2009、p．5）。  

4）本文中でも指摘しているが、本来、マーケテイング活動は企業が利潤  

追求をするための経営活動という理解が一般的である。しかし、本稿  

では、利潤追求というよりは地域コミュニティを形成するためのひと  

つの有効な手法として、リレーションシップマーケテイングの考え方   
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を参考にして、商店街活性化のための具体策を検討している。  

5）電通の登録商標である。  
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